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〈基本方針〉
平成２０年１２月に始まった公益法人制度改革において、厳密な意味での公益性が定義づけされ、私達青年会議所は市民に求められる活動を行う公益法人か会員の為の活動を行う一般法人かの二者択一を問われました。山形青年会議所は、市民からそして地域から認められる法人となるべく、２００８年に公益社団法人への移行を意志決定し、本年は「公益社団法人山形青年会議所」としての新たなるスタートを切ります。公益社団法人格の維持継続をするために、会員への意識向上、適切な運営の提言活動が当グループの役割と考えます。
　公益法人は、事業自体の公益性と共に、公益目的事業比率、収支相償、遊休財産額の保有制限といった公益３条件を永続的に充足することが求められています。この条件が充足できない場合、一般法人への移行の道はなく、解散となってしまいます。公益法人は、公益という名称を名乗ることと引き換えに厳しい条件を背負うことになります。山形青年会議所の数多く有る事業の中で、会員自身が、公益性とは何か、公益目的事業とは何かを、しっかり理解しなければ、公益社団法人として永続的に活動を続ける事が困難になります。事業計画にあたり、事業が対外的な公益目的事業なのか、対内的な共益的事業なのかをしっかりと理解し、実施することが肝要です。当グループは、会員への公益性の意識向上を目的に、提言を行います。また、従来の特例民法法人時代は、民法と指導監督基準によるゆるやかな運営規制だったのが、一般社団・財団法人法、公益認定法による厳しい規制が適用され、社員総会、理事会等の運営上もしっかりと法令を順守することが求められます。新たな法令、定款に従った運営が適切に行われるよう、提言を行います。
公益社団法人格プロジェクトチームは、提言を通じ、メンバーそれぞれが事業を取り組む際に公益事業に関する高い意識を持って取り組む力を育み、延いては組織全体の力を確立する事を目的とします。ます。更に本年は、ＬＯＭ一丸となって地域社会から公益性が認められる山形青年会議所を創造します。
〈基本テーマ〉
・公益社団法人スタート元年、公益社団法人格維持に対しての意識をメンバー各々が高め、事業への取り組みを強化しよう
〈重点事項〉
公益認定基準の維持に関する事項

〈室構成・委員会〉

公益社団法人格運営プロジェクトチーム
Ｖｅｒ．１締切日：２０１１年９月３０日（金）　正午
１０月　５日（水）　第２回役員予定者会議にて協議①
１０月２４日（月）　第３回役員予定者会議にて協議②
１１月１４日（月）　第４回役員予定者会議にて審議
